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議案第４９号 

 

 

   取手市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

 

 取手市手数料条例（平成１１年条例第２３号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成２８年９月１日提出 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律が公布されたことを踏まえ，同法第１９

条の規定に基づく戸籍事項の無料証明を行うため，本条例の一部を改正するものです。 
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   取手市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 取手市手数料条例（平成１１年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

別表第 3(第 5 条関係) 別表第 3(第 5 条関係) 

法律の名称 適用条項 

健康保険法(大正 11 年

法律第 70 号)の項から

オウム真理教犯罪被害

者等を救済するための

給付金の支給に関する

法律(平成 20 年法律第

80 号)の項まで 

(略) 

国外犯罪被害弔慰金等

の支給に関する法律

(平成 28 年法律第 73

号) 

第 19 条 

 

法律の名称 適用条項 

健康保険法(大正 11 年

法律第 70 号)の項から

オウム真理教犯罪被害

者等を救済するための

給付金の支給に関する

法律(平成 20 年法律第

80 号)の項まで 

(略) 

 

  

 

   付 則 

 この条例は，国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律（平成２８年法律第７３号）

の施行の日（平成２８年１１月３０日）から施行する。 



- 1 - 
 

議案第５０号 

 

 

   取手市立市民会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

 

 取手市立市民会館の設置及び管理に関する条例（平成１７年条例第１０７号）の一

部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成２８年９月１日提出 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 取手市立取手ウェルネスプラザ及び他市の同様の施設の運用状況を踏まえ，取手市

立市民会館の施設及び附属設備等の利用申請期間を変更するため，本条例の一部を改

正するものです。 
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   取手市立市民会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

 取手市立市民会館の設置及び管理に関する条例（平成１７年条例第１０７号）の一

部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

(利用の許可) (利用の許可) 

第 5 条 市民会館の施設及び附属設備等

(以下「施設等」という。)を利用する者

は，利用日(連続して 2 日以上利用する

場合にあっては，当該利用する期間の初

日。以下同じ。)の属する月の 12 か月前

の月の初日から利用日の 14 日前までに

市長に申請し，その許可を受けなければ

ならない。ただし，市長がやむを得ない

理由があると認めたときは，この限りで

ない。 

第 5条 市民会館の施設及び附属設備(以

下「施設等」という。)を利用する者は，

利用日前 6 か月前から 14 日までに市長

に申請し，その許可を受けなければなら

ない。ただし，市長がやむを得ない理由

があると認めたときは，この限りでな

い。 

2 前項に規定する申請期間の初日又は末

日が休館日の場合にあっては，当該休館

日の直後の開館日をもって，当該申請期

間の初日又は末日とみなす。 

 

3 市長は，第 1項の許可をする場合にお

いて，市民会館の管理上必要な条件を付

することができる。 

2 市長は，前項の許可をする場合におい

て，市民会館の管理上必要な条件を付す

ることができる。 

4 第 1 項に規定する利用者がその利用を

変更しようとする場合は，前 3項の規定

を準用する。 

3 第 1 項に規定する利用者がその利用を

変更しようとする場合は，前 2項を準用

する。 

(利用許可の取消し等) (利用許可の取消し等) 

第 7 条 市長は，第 5条の規定により利用

の許可を受けた者が，次の各号のいずれ

かに該当すると認めたときは，その許可

を取り消し，利用を制限し，若しくは停

止し，又は退館を命ずることができる。 

第 7条 市長は，第 5条の規定により利用

の許可を受けた者が，次の各号のいずれ

かに該当すると認めたときは，その許可

を取り消し，利用を制限し，若しくは停

止し，又は退館を命ずることができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 
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(3) 第 5 条第 3 項の規定による利用の

条件に違反したとき。 

(3) 第 5 条第 2 項の規定による利用の

条件に違反したとき。 

(4) (略) (4) (略) 

  

 

   付 則 

 この条例は，平成２８年１１月１日から施行する。 
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議案第５１号 

 

 

   取手市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

 

 取手市介護保険条例（平成１２年条例第２６号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成２８年９月１日提出 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 介護保険法に基づく認知症総合支援事業を平成２８年１２月１日から実施するた

め，本条例の一部を改正するものです。 
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   取手市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 取手市介護保険条例（平成１２年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

付 則 付 則 

(医療介護総合確保推進法附則第 14 条

に規定する介護予防・日常生活支援総合

事業等に関する経過措置) 

(医療介護総合確保推進法附則第 14 条

に規定する介護予防・日常生活支援総合

事業等に関する経過措置) 

第 9 条 (略) 第 9 条 (略) 

2 及び 3 (略) 2 及び 3 (略) 

4 医療介護総合確保推進法附則第 14 条

第 5 項の規定に基づき，法第 115 条の

45 第 2 項第 6 号に掲げる事業について

は，その円滑な実施を図るため，平成

27年 4月 1日から平成 28年 11月 30日

までの間は行わず，平成 28 年 12 月 1

日から行うものとする。 

4 医療介護総合確保推進法附則第 14 条

第 5 項の規定に基づき，法第 115 条の

45 第 2 項第 6 号に掲げる事業について

は，その円滑な実施を図るため，平成

27 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日

までの間は行わず，平成 30 年 4 月 1 日

から行うものとする。 

  

 

   付 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第５２号 

 

 

   取手市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 

 取手市医療福祉費支給に関する条例（昭和５１年条例第３３号）の一部を別紙のと

おり改正する。 

 

 

  平成２８年９月１日提出 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 妊産婦及び小児に対して支給する医療福祉費に係る所得要件について，現行の児童

手当の基準に則して緩和するとともに，母子及び父子並びに寡婦福祉法の改正を踏ま

え，父子家庭の父子に関する定義を整備するため，本条例の一部を改正するものです 
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   取手市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

 取手市医療福祉費支給に関する条例（昭和５１年条例第３３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

(定義) (定義) 

第 2 条 (略) 第 2 条 (略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 母子家庭の母子 次に掲げる者を

いう。 

(3) 母子家庭の母子 次に掲げる者を

いう。 

ア 母子及び父子並びに寡婦福祉法

(昭和39年法律第129号)第6条第1

項に定める配偶者のない女子(以下

「配偶者のない女子」という。)で

次に掲げる児童を現に監護してい

る者及びその児童 

ア 母子及び父子並びに寡婦福祉法

(昭和39年法律第129号)第6条第1

項に定める配偶者のない女子(以下

「配偶者のない女子」という。)で

次に掲げる児童を現に監護してい

る者及びその児童 

(ア)及び(イ) (略) (ア)及び(イ) (略) 

(ウ) 20 歳未満の児童で別表に定

める学校に在学している者 

(ウ) 20 歳未満の児童で別表第 1

に定める学校に在学している者 

イ及びウ (略) イ及びウ (略) 

(4) 父子家庭の父子 次に掲げる者を

いう。 

(4) 父子家庭の父子 次に掲げる者を

いう。 

ア 母子及び父子並びに寡婦福祉法

第6条第2項に定める配偶者のない

男子(以下「配偶者のない男子」と

いう。)で前号アの(ア)，(イ)及び

(ウ)に掲げる児童を現に監護して

いる者及びその児童 

ア 別表第 2 に定める配偶者のない

男子(以下「配偶者のない男子」と

いう。)で前号アの(ア)，(イ)及び

(ウ)に掲げる児童を現に監護して

いる者及びその児童 

イ (略) イ (略) 

(5) (略) (5) (略) 

(医療福祉費の支給制限) (医療福祉費の支給制限) 

第 5 条 前条の規定にかかわらず，医療福

祉費は対象者が次の各号のいずれかに

第 5条 前条の規定にかかわらず，医療福

祉費は対象者が次の各号のいずれかに
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該当するときは，支給しない。 該当するときは，支給しない。 

(1) 妊産婦にあっては，母子保健法第

15 条に規定する妊娠の届出のあった

日において，その者若しくはその者の

配偶者(婚姻の届出をしていないが，

事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。)の前年の所得

(妊娠の届出日の属する月が 1 月から

6月までの者は，前々年の所得とする。

以下この号において同じ。)が所得税

法(昭和40年法律第33号)に規定する

控除対象配偶者及び扶養親族(以下

「扶養親族等」という。)の有無及び

数に応じて，児童手当法施行令(昭和

46年政令第 281 号)第 1条に定める額

(以下「基準額」という。)以上である

とき又はその者若しくはその者の配

偶者の民法(明治 29 年法律第 89 号)

第 877 条第 1 項に定める扶養義務者

(以下「扶養義務者」という。)で主と

してその者の生計を維持する者の前

年の所得が 1,000 万円以上であると

き。 

(1) 妊産婦にあっては，母子保健法第

15 条に規定する妊娠の届出のあった

日において，その者若しくはその者の

配偶者(婚姻の届出をしていないが，

事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。)の前年の所得

(妊娠の届出日の属する月が 1 月から

6月までの者は，前々年の所得とする。

以下この号について同じ。)が所得税

法(昭和40年法律第33号)に規定する

控除対象配偶者及び扶養親族(以下

「扶養親族等」という。)の有無及び

数に応じて，児童手当法施行令の一部

を改正する政令(平成 7 年政令第 223

号)による改正前の児童手当法施行令

(以下「旧政令」という。)第 11 条の

規定により読み替えられる旧政令第1

条に定める額に同条に規定する児童1

人につき加算する額を加算した額(以

下「基準額」という。)以上であると

き又はその者若しくはその者の配偶

者の民法(明治 29 年法律第 89 号)第

877 条第 1 項に定める扶養義務者(以

下「扶養義務者」という。)で主とし

てその者の生計を維持する者の前年

の所得が 1,000 万円以上であるとき。 

(2)から(4)まで (略) (2)から(4)まで (略) 

2 前項各号に規定する所得の額は，地方

税法(昭和 25 年法律第 226 号)第 313 条

第 1項に規定する総所得金額，退職所得

金額及び山林所得金額，同法附則第 33

条の 3第 5項において準用する同条第1

項に規定する土地等に係る事業所得等

の金額，同法附則第 34 条第 4 項におい

て準用する同条第 1 項に規定する課税

長期譲渡所得の金額，同法附則第 35 条

2 前項各号に規定する所得の額は，地方

税法(昭和 25 年法律第 226 号)第 313 条

第 1項に規定する総所得金額，退職所得

金額及び山林所得金額，同法附則第 33

条の 3第 5項において準用する同条第1

項に規定する土地等に係る事業所得等

の金額，同法附則第 34 条第 4 項におい

て準用する同条第 1 項に規定する課税

長期譲渡所得の金額，同法附則第 35 条
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第5項において準用する同条第1項に規

定する課税短期譲渡所得の金額並びに

同法附則第 35 条の 4 第 4 項において準

用する同条第 1 項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額(同法附則第 35

条の4の2第7項において準用する同条

第 1項の規定の適用がある場合は，その

適用後の金額)の合計額とする。ただし，

前項第1号及び第2号に規定する基準額

の算出に当たっての所得の範囲及び計

算方法は，児童手当法施行令第 2条及び

第 3条の規定の例によるものとし，前項

第 3 号に規定する経過措置政令第 46 条

第 4 項に定める額の算出に当たっての

所得の範囲及び計算方法は，国民年金法

施行令第6条及び第6条の2の規定並び

に経過措置政令第 46 条第 7 項の規定の

例によるものとし，前項第 4号に規定す

る特別児童扶養手当等の支給に関する

法律施行令第2条第1項及び第2項に定

める額の算出に当たっての所得の範囲

及び計算方法は，同令第 4 条及び第 5

条の規定の例による。 

第5項において準用する同条第1項に規

定する課税短期譲渡所得の金額並びに

同法附則第 35 条の 4 第 4 項において準

用する同条第 1 項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額(同法附則第 35

条の4の2第7項において準用する同条

第 1項の規定の適用がある場合は，その

適用後の金額)の合計額とする。ただし，

前項第1号及び第2号に規定する基準額

の算出にあたっての所得の範囲及び計

算方法は，児童手当法施行令(昭和 46

年政令第 281 号)第 2 条及び第 3 条の規

定の例によるものとし，前項第 3号に規

定する経過措置政令第 46 条第 4 項に定

める額の算出にあたっての所得の範囲

及び計算方法は，国民年金法施行令第 6

条及び第6条の2の規定並びに経過措置

政令第 46 条第 7 項の規定の例によるも

のとし，前項第 4号に規定する特別児童

扶養手当等の支給に関する法律施行令

第2条第1項及び第2項に定める額の算

出に当たっての所得の範囲及び計算方

法は，同令第 4条及び第 5条の規定の例

による。 

3 (略) 3 (略) 

  
 

 

 別表第２を削り，別表第１を別表とする。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成２８年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前の診療に係る医療福祉費の支給については，なお従前の例

による。 
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議案第５３号 

 

 

   取手市建築基準条例の一部を改正する条例について 

 

 

 取手市建築基準条例（平成１２年条例第３１号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

 

  平成２８年９月１日提出 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 建築基準法施行令が改正されたことに伴い，引用する条項の整理を行うため，本条

例の一部を改正するものです。 
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   取手市建築基準条例の一部を改正する条例 

 

 取手市建築基準条例（平成１２年条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

(避難上の安全の検証を行う建築物の階

及び建築物についての適用除外) 

(避難上の安全の検証を行う建築物の階

及び建築物についての適用除外) 

第 53 条の 3 令第 129 条第 2 項に規定す

る階避難安全性能を有する建築物の階

については，第 12条(非常用の照明装置

に係る部分を除く。)，第 13 条(階段に

係る部分を除く。)，第 22 条，第 41 条

第 1 項第 3 号及び第 4 号(興行場等の用

途に供する部分のみからなる建築物の

屋外への出入口に係る部分を除く。)，

第 43 条第 1 項及び第 2項第 1 号から第

3 号まで並びに第 48 条の規定は，適用

しない。 

第 53 条の 3 令第 129 条の 2 第 2 項に規

定する階避難安全性能を有する建築物

の階については，第 12 条(非常用の照明

装置に係る部分を除く。)，第 13 条(階

段に係る部分を除く。)，第 22 条，第

41条第 1項第 3号及び第 4号(興行場等

の用途に供する部分のみからなる建築

物の屋外への出入口に係る部分を除

く。)，第 43 条第 1 項及び第 2 項第 1

号から第 3 号まで並びに第 48 条の規定

は，適用しない。 

2 令第 129 条の 2第 3項に規定する全館

避難安全性能を有する建築物について

は，第 12 条(非常用の照明装置に係る部

分を除く。)，第 13 条(階段に係る部分

を除く。)，第 22 条，第 25 条第 3 号，

第 41 条第 1 項第 3 号及び第 4 号並びに

第 2 項，第 43 条第 1 項及び第 2 項第 1

号から第 3号まで，第 48 条並びに第 51

条第 1項第 2号及び第 3号の規定は，適

用しない。 

2 令第 129 条の 2の 2第 2項に規定する

全館避難安全性能を有する建築物につ

いては，第 12 条(非常用の照明装置に係

る部分を除く。)，第 13 条(階段に係る

部分を除く。)，第 22 条，第 25 条第 3

号，第 41 条第 1項第 3号及び第 4 号並

びに第 43 条第 1項及び第 2 項第 1号か

ら第 3号まで，第 48 条並びに第 51条第

1項第 2号及び第 3号の規定は，適用し

ない。 

  

 

   付 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第５４号 
 
 
   排水ポンプ車購入契約の締結について 
 
 
 排水ポンプ車の購入につき，次のとおり仮契約を締結したので，地方自治法第９６

条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例第３条の規定により，議会の議決を求める。 
 
 

記 
 
 
１ 契約の対 象   排水ポンプ車の購入 
 
２ 契 約 金 額   金４６，７６４，０００円 
 
３ 契約の相手方   つくば市吾妻一丁目１５番地１ 筑波司法会館２０１号 
           株式会社第一テクノ 茨城営業所 
           所長 北島 久夫 
 
４ 契 約 方 法   指名競争入札 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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契約についての説明資料 
 
１ 品 名   排水ポンプ車 
 
２ 納 入 場 所   椚木消防署宮和田出張所 取手市宮和田１７８２番地１ 
 
３ 購 入 理 由 

本市においては，降雨量が増加し，利根川や小貝川の水位が上昇した際，河川

から宅地側への逆流を防止するために排水樋管を閉鎖することにより，河川への

自然排水ができなくなり，冠水被害が発生するという状況にあります。 
これを踏まえ，排水機場の整備されていない箇所に排水ポンプ車を稼働させる

ことで，被害の緩和を図るものです。 
 
４ 設 備 概 要 
（１）車両 ８トン車 
（２）排水ポンプ 
  ・排水ポンプ台数 ４台 
  ・排水ポンプの排水量 １台当たり ３．７５立方メートル／分 
             （４台合計 １５立方メートル／分） 
  ・揚程 ２０メートル 
 

５ 納 入 期 限   平成２９年３月３１日 
 
６ 契約代金 の   検収合格後，支払請求書を受理した日から３０日以内に 
  支 払 方 法   支払う。 
 
７ 入札参加業者（２業者） 
    クボタ機工株式会社      株式会社第一テクノ 
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参考資料 

入 札 調 書 

 

件  名 排水ポンプ車の購入 

履行場所 椚木消防署宮和田出張所 契約方法 指名競争入札 

入札会場 
取手市役所 議会棟 

執行部控室 
入札日時 平成２８年８月１８日 

予定価格 46,810,439 円 
入 札 書 

比較価格 
－ 

入札者 入札第１回  

クボタ機工株式会社 54,000,000 円  

株式会社第一テクノ 46,764,000 円 落札 

 

契約金額 46,764,000 円 
請負者 

氏 名 
株式会社第一テクノ 

仮契約 

年月日 
平成２８年８月１８日 契約期間 

議会の議決の翌日から 

平成２９年３月３１日まで 
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議案第５５号 
 
 
   災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車（３５ｍ級先端屈折式）購入契約の締

結について 
 
 
 災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車（３５ｍ級先端屈折式）の購入につき，次

のとおり仮契約を締結したので，地方自治法第９６条第１項第８号及び議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により，議会の議決

を求める。 
 
 

記 
 
 
１ 契約の対 象   災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車（３５ｍ級先端屈折

式）の購入 
 
２ 契 約 金 額   金２１２，９４４，２８０円 
 
３ 契約の相手方   東京都港区西新橋三丁目２５番３１号 
           株式会社モリタ 東京営業部 
           部長 山北 忠司 
 
４ 契 約 方 法   指名競争入札 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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契約についての説明資料 
 
１ 品 名  災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車（３５ｍ級先端屈折式） 
 
２ 納 入 場 所  取手市消防本部 取手市井野１２６４番地１ 
 
３ 購 入 理 由 

取手消防署に配置しているはしご付消防ポンプ自動車は，市内全域における火

災及び救助災害に対して第一線を担う消防車両として運用しており，運用開始か

ら２４年が経過し，経年劣化が見られる状態となっています。 
災害が複雑多様化している状況において，更なる消防力の充実を図り，緊急時

における迅速確実な消防活動をもって市民の安全を確保するため，最新の機能を

搭載した車両に更新するものです。 
 
４ 設 備 概 要 

はしご車専用シャシにより，各種の消防資機材を積載するための十分なスペー

スを有するとともに，四輪操舵により機動性に優れています。 
また，専用のバスケットにより最大で４人が搭乗できるようになるとともに，

従来より床面積及び過重強度が向上しており，より安全かつ的確な消防活動が可

能となります。 
さらに，バスケットとリフタ昇降装置を同時に操作することが可能なことから，

より高度な救助活動に対応した車両となっています。 
 

 ※ 特殊な艤装
ぎそう

等 

   ・先端屈折式はしご  ・伸縮水路管付はしご  ・自動梯上放水銃 
   ・制振制御装置    ・はしご自動収納    ・バスケットストレッチャ 
   ・空気呼吸器内蔵型座席 
 
５ 納 入 期 限  平成２９年１月２７日 
 
６ 契約代金 の  検収合格後，支払請求書を受理した日から３０日以内に 
  支 払 方 法  支払う。 
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７ 入札参加業者（６業者） 
    株式会社モリタ       株式会社モリタテクノス 

    有限会社鈴機        小池株式会社 
    株式会社土浦消防センター  帝商株式会社 
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参考資料 

入 札 調 書 

 

件  名 災害対応特殊はしご付消防ポンプ自動車（３５ｍ級先端屈折式）の購入 

履行場所 取手市消防本部 契約方法 指名競争入札 

入札会場 
取手市役所 議会棟 

第２委員会室 
入札日時 平成２８年６月２８日 

予定価格 214,006,000 円 
入 札 書 

比較価格 
－ 

入札者 入札第１回  

株式会社モリタ 212,944,280 円 落札 

有限会社鈴機 213,808,280 円  

株式会社土浦消防センター 224,824,280 円  

株式会社モリタテクノス 224,824,280 円  

小池株式会社 226,984,280 円  

帝商株式会社 237,784,280 円  

 

契約金額 212,944,280 円 
請負者 

氏 名 
株式会社モリタ 

仮契約 

年月日 
平成２８年６月２８日 契約期間 

議会の議決の翌日から 

平成２９年１月２７日まで 
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議案第５６号 

 

 

   取手市土地開発公社の解散について 

 

 

 公有地の拡大の推進に関する法律第２２条第１項の規定により，取手市土地開発公

社を解散することについて，議会の議決を求める。 

 

 

  平成２８年９月１日提出 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 

 長年地価の下落傾向が続き，将来的にも急速な地価の上昇が見込まれない現状にお

いて，公共用地等の先行取得を主な業務とする取手市土地開発公社は相応の役割を果

たしたと認められることや，国・茨城県から同公社の抜本的改革の要請を受けている

ことを踏まえ，同公社を解散するものです。 
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認定第１号 
 
 
   平成２７年度取手市一般会計決算の認定について 
 
 
 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手市一般

会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから認定されたい。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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認定第２号 

 
 
   平成２７年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計決算の認定につい

て 
 
 
 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手市取手駅西

口都市整備事業特別会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから認定

されたい。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 

 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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認定第３号 
 
 
   平成２７年度取手市用地先行取得事業特別会計決算の認定につい

て 
 
 
 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手市用地

先行取得事業特別会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから

認定されたい。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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認定第４号 
 
 
   平成２７年度取手市国民健康保険事業特別会計決算の認定について 
 
 
 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手市国民

健康保険事業特別会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから認

定されたい。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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認定第５号 
 
 
   平成２７年度取手市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 
 
 
 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手市後期

高齢者医療特別会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから認

定されたい。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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認定第６号 
 
 
   平成２７年度取手市介護保険特別会計決算の認定について 
 
 
 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手市介護

保険特別会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから認定され

たい。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    



- 1 - 

 

認定第７号 
 
 
   平成２７年度取手市介護サービス特別会計決算の認定について 
 
 
 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手市介護

サービス特別会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから認定

されたい。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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認定第８号 
 
 
   平成２７年度取手市競輪事業特別会計決算の認定について 
 
 
 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手市競輪

事業特別会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから認定され

たい。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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認定第９号 

 

 

   平成２７年度取手地方公平委員会特別会計決算の認定について 

 

 

 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき，平成２７年度取手地方公平委

員会特別会計決算に監査委員の審査意見を付して提出するから認定されたい。 

 

 

  平成２８年９月１日提出 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    
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同意案第１９号 

 

 

取手市農業委員会委員の選任に関する同意について 

 

 

 取手市農業委員会委員に下記の者を選任したいので，農業委員会等に関する

法律第８条第１項の規定に基づき，議会の同意を求める。 

 

 

 

記 

 

 

 

      氏  名  櫻 井 静 江 

 

      生年月日  昭和２３年１２月１５日 

 

      住  所  取手市桑原４５８番地 

 

 

 

  平成２８年９月１日提出 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    
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応募及び推薦の概要 

 

      氏  名  櫻 井 静 江（さくらい しずえ） 

      生年月日  昭和２３年１２月１５日（６７歳） 

      現 住 所  取手市桑原４５８番地 

      区  分  推薦 

 

 

農 業 の 状 況 

 

・耕作面積  田 １．７ヘクタール  畑 ０．４ヘクタール 

       合計２．１ヘクタール 

・主な作物  水稲 

・認定農業者の有無  認定農業者でない 

 

 

主  な  経  歴 

 

・元地方公務員 
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報告第１０号 
 
 
   平成２７年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計継続費精算報告書

について 
 
 
平成２７年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計継続費精算報告書を別

紙のとおり調製したので，地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により報

告する。 

 
 

平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
 



（単位:円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 国県支出金 地 方 債 そ の 他 国県支出金 地 方 債 そ の 他

H25 756,000,000 295,200,000 437,700,000 23,100,000 756,000,000 295,200,000 437,700,000 23,100,000

H26 855,900,000 212,450,000 611,200,000 32,250,000 920,130,000 357,600,000 534,300,000 28,230,000 △ 64,230,000 △ 145,150,000 76,900,000 4,020,000

H27 389,016,000 122,900,000 252,800,000 13,316,000 1,080,786,000 272,950,000 767,400,000 40,436,000 △ 691,770,000 △ 150,050,000 △ 514,600,000 △ 27,120,000

計 2,000,916,000 630,550,000 1,301,700,000 68,666,000 2,000,916,000 630,550,000 1,301,700,000 68,666,000

一般財源

1 事業費 3 事業費
（仮称）ウェルネ
スプラザ整備事業

特   定   財   源 特   定   財   源 特   定   財   源
款 項 事　　業　　名

年度 年　割　額 支出済額
　年割額と
　支出済額
　の差一般財源 一般財源

平成２７年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計継続費精算報告書

全　　　体　　　計　　　画 実　　　　　績 比　　　　　較

左  の  財  源  内  訳 左  の  財  源  内  訳 左  の  財  源  内  訳

- 2 -
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報告第１１号 
 
 
   平成２７年度取手市健全化判断比率について 
 
 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき，平

成２７年度取手市健全化判断比率に監査委員の審査意見を付して報告する。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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健全化判断比率報告書 
 
 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき，平

成２７年度取手市健全化判断比率を下記のとおり報告する。 
 
 

記 
 

 

 実質赤字比率 連結実質 
赤字比率 

実質公債費 
比率 将来負担比率 

健 全 化 

判断比率 
－ ％ － ％ 8.5 ％ 47.3 ％ 

早期健全化

基 準 
12.26 ％ 17.26 ％ 25.0 ％ 350.0 ％ 

 
備考 
（１）健全化判断比率については，暫定の数値（速報値）である。 
（２）健全化判断比率の項目のうち，実質赤字比率及び連結実質赤字比率の欄

については，取手市の実質赤字額及び連結実質赤字額がいずれもないこと

から，「－」を記載している。 
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報告第１２号 
 
 
   損害賠償の額を定め和解することについての専決処分の報告について 
 
 
損害賠償の額を定め和解することについて，地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき，議会の議決により指定された市長の専決処分事項として別紙のとお

り専決処分したので，同条第２項の規定により報告する。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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専決処分第７号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

 

 損害賠償の額を定め和解することについて，地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき，議会の議決により指定された市長の専決処分事項として，次のとお

り専決処分する。 

 

 

  平成２８年６月２７日 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

   損害賠償の額を定め和解することについて 

 

 

 地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により，自動車事故に

よる損害について，次のとおり賠償し，和解するものとする。 

 

 

１ 相手方  （住所）○○○○○○○○○○ 
（氏名）○○○○○ 

 

２ 事故の概要 

 平成２７年１２月１０日午前８時２０分頃，取手市谷中６０８番地１地先の交

差点において，市職員が右折するため公用車を一時停止させていたところ，右方

向から走行してきた相手方所有の車両が当該公用車に衝突し，相手方の車両が損

傷したものである。 

 

３ 損害賠償額 ５８，４５６円（過失割合 市１０：相手方９０） 
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報告第１３号 
 
 
   損害賠償の額を定め和解することについての専決処分の報告について 
 
 
損害賠償の額を定め和解することについて，地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき，議会の議決により指定された市長の専決処分事項として別紙のとお

り専決処分したので，同条第２項の規定により報告する。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    



- 2 - 

 

専決処分第８号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

 

 損害賠償の額を定め和解することについて，地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき，議会の議決により指定された市長の専決処分事項として，次のとお

り専決処分する。 

 

 

  平成２８年８月２日 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

   損害賠償の額を定め和解することについて 

 

 

 地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により，自動車事故に

よる損害について，次のとおり賠償し，和解するものとする。 

 

 

１ 相手方  （住所）○○○○○○○○○○ 
（氏名）○○○○○ 

 

２ 事故の概要 

 平成２８年７月２５日午前１０時１４分頃，取手市新町一丁目８番５０号地先

において，救急出動中の市職員が現場に到着し，建物の入口に救急車を寄せたと

ころ，当該車両が車止めゲートに接触し，当該ゲートを損傷したものである。 

 

３ 損害賠償額 ８，１６５円（過失割合 市１００：相手方０） 



- 1 - 

 

報告第１４号 
 
 
   損害賠償の額を定め和解することについての専決処分の報告について 
 
 
損害賠償の額を定め和解することについて，地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき，議会の議決により指定された市長の専決処分事項として別紙のとお

り専決処分したので，同条第２項の規定により報告する。 
 
 
  平成２８年９月１日提出 
 
 

取手市長  藤 井 信 吾    
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専決処分第９号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

 

 損害賠償の額を定め和解することについて，地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき，議会の議決により指定された市長の専決処分事項として，次のとお

り専決処分する。 

 

 

  平成２８年８月３０日 

 

 

取手市長  藤 井 信 吾    

 

 

 

   損害賠償の額を定め和解することについて 

 

 

 地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により，自動車事故に

よる損害について，次のとおり賠償し，和解するものとする。 

 

 

１ 相手方  （住所）○○○○○○○○○○ 
（氏名）○○○○○ 

 

２ 事故の概要 

 平成２８年６月２７日午前９時４５分頃，茨城県水戸市千波町１９１８番地地

先において，市職員が茨城県総合福祉会館に入るために公用車を後退させたとこ

ろ，後方の相手方の車両に接触し，当該車両を損傷したものである。 

 

３ 損害賠償額 ９７，９１７円（過失割合 市１００：相手方０） 


